	部会名：農林水産業を支える土木技術（農業土木）
	氏名：水谷正一
所属：宇都宮大学農学部

	年
	事項
	関連する社会一般事項

	1986
	【農業土木】

・21世紀に向けての農政の基本方向の発表
【水産】

・浮魚礁の開発始まる（平成６年度より事業化）
・音響馴致施設の開発始まる（）
・この頃、浮体式消波施設を用いた養殖場造成が盛ん
	【水産】

・日ソ漁業委員会で、６１年の漁獲割当量を双方とも６０万トン（６０年）から１５万トンに削減することで妥結

	1987
	【水産】

・漁港利用調整事業創設
・ＮＴＴ無利子貸付金制度（Ｂ型）創設（漁港法の改正）
・衝立型人工湧昇流発生構造物の設置（愛媛県日振島沖）
	【水産】

・６月、第４次全国総合開発計画

	1988
	【水産】

・蓄養施設等を漁港施設に追加（漁港法の改正）
・ＮＴＴ無利子貸付制度（Ａ型）創設
・沿岸漁業構造改善事業（昭和６３年度～平成５年度）
・第８次漁港整備長期計画（昭和６３年度～平成５年度）
・第３次沿岸漁場整備開発計画（昭和６３年度～平成５年度）
・洋上型海洋深層水取水施設（富山県氷見沖、「豊洋」）を使った実験始まる
・第２次栽培漁業基本方針策定
	

	1989
	【水産】

・陸上型海洋深層水取水施設（高知県海洋深層水研究所）が整備される
	

	1990
	【水産】

・日本水産工学会設立
・ふれあい漁港漁村整備事業創設
	

	1991


	【農業土木】

・農村総合環境整備の展開（1991年度以降）

（水環境事業の創設等）
・大規模圃場整備事業の展開（1991年度以降）

（21世紀型水田農業モデルほ場整備推進事業の創設等）
・国営かんがい排水事業加古川西部地区完工式（３月）
・農水省，水田の公益的機能を12兆円と試算（７月）

・水環境整備事業，集落環境基盤整備事業，農村活性化住環境整備事業（４月）

・農村環境整備センター設置（７月）
・国営かんがい排水事業会津北部地区完工式（１０月）

【水産】

・米２００海里水域から完全撤退
・海洋水産資源の開発及び利用の合理化を図るための基本方針

【森林】

・集落防災対策総合治山事業、水源地域森林総合整備事業、広域総合生活環境保全林整備事業の創設（４月）
	【農業土木】

・前年度のコメ消費量が初めて70kgを下回る（食糧庁　６月）

・バブル経済失速鮮明化。二大都市圏の地価が下落（９月）

【水産】

・９月、バブル経済失速鮮明化。二大都市圏の地価が下落
・第４６回国連総会で、公海大規模流し網漁業を平成４年１２月末までにモラトリアムとする決議

	1992


	【農業土木】

・21世紀に向けた日本農業の改革をめざす「新しい食料農業農村政策の方向」（新政策）の発表（6月）

・農業用水再編対策事業の創設
・農村計画学－農業土木から農村整備への展開－」刊行（３月）
・農業用水再編対策事業，農地環境整備事業

【水産】

・漁港における初の人工島の造成（山口県仙崎漁港）

【森林】

・地域生活基盤整備総合治山事業、火山地域防災機能強化総合治山事業、水質保全特別対策治山事業の創設（４月）

・森林整備事業計画（４月）

・銅山川地区（山形県）民有林直轄治山事業着手（４月）

・第8次治山事業5カ年計画（９月）


	【農業土木】

・ブラジルのリオデジャネイロで“地球環境サミット”開催、地球温暖化防止条約を締結、あわせて「環境と開発に関するリオ宣言」採択（6月）

【水産】

・６月、生活大国５カ年計画
・６月、地球環境サミット開催、地球温暖化防止条約を締結、併せて「環境と開発に関するリオ宣言」採択
・１０月、公共投資基本計画



	1993


	【農業土木】

・北日本を中心に大冷害、米の緊急輸入（200～220万トン）

・第４次土地改良長期計画。担い手育成のためのハード・ソフト一体の事業制度を整備
・中山間ふるさと・水と土の保全制度事業の創設
・国営東播用水農業水利事業の完工式挙行（２月）
・中山間ふるさと・水と土保全対策事業，中山間地域総合農地防災事業（３月）

・農業経営基盤強化法，特定農山村活性化法，農業機械促進法が成立（６月）

・担い手育成基盤整備事業，農業集落排水緊急整備事業

・農業土木学会の学生会員が海外との交流を開始（8月）

・霞ヶ浦用水事業完工式挙行（１１月）
・かんがい排水審議会国際部会第１回開催（11月）

・細川内閣、ガット・ウルグアイ・ラウンド農業合意の受入れを決定（12月）

【水産】

・島式漁港の開発（北海道国縫漁港、ワインカップ型）
・第３次栽培漁業基本方針策定
・北海道南西沖地震による青苗漁港背後集落壊滅的被害発生

【森林】

・林業地域連絡林道整備事業、ふるさと林道緊急整備事業、林地荒廃防止事業、地域防災対策総合治山事業、環境保全総合治山事業の創設（４月）

・松川入地区（長野県）民有林直轄治山事業着手（４月）
・林野庁山地災害対策室発足


	【農業土木】

・OECD環境税の導入の勧告（５月）

・環境基本法成立（11月）
【水産】

・１月、釧路沖地震
・５月、OECD環境税の導入の勧告
・７月、北海道南西沖地震
・１１月、環境基本法
【森林】

・鹿児島豪雨災害（８月）



	1994


	【農業土木】

・全国的な猛暑、西日本で大規模な干ばつ（1994年）93年の冷害による米不足の解消

・新たな国際環境に対応した農政の展開方向
・ＵＲ農業合意関連対策開始
・国営耳納山麓農業水利事業完工式挙行（２月）
・アラール海沿岸における農地・水管理システムシンポジウム開催（３月）

・農水省に環境保全型農業推進本部を設置（４月）

・改正農住組合法成立（６月）

・関東農政局那須野原開拓建設事業完工式挙行（１０月）

“ルーラルエンジニアリング”発刊（10月）

【水産】

・第４次沿岸漁場整備開発計画（平成６年度～１３年度）
・沿岸漁業活性化構造改善事業（平成６年度～１１年度）
・第９次漁港整備長期計画（平成６年度～１３年度）
・富山県滑川漁港、海洋深層水取水施設を整備する
・新マリノベーション構想創設
・自然調和型漁港づくり創設
・漁港漁村総合整備事業創設

【森林】

・保安林整備臨時措置法延長（第5期保安林整備計画）（３月）
・小豆地区（香川県）民有林直轄治山事業終了（３月）
	【農業土木】

・ガット・ウルグアイラウンド発足（１月）
【水産】

・１月、ガット・ウルグアイラウンド発足
国連海洋法条約発効
・１０月、北海道東方沖地震
・１０月、公共投資基本計画



	1995


	【農業土木】

・学会、教科書の“地域環境工学シリーズ”を開始（1995年4月）

・国営農地再編整備事業の創設
・農村総合整備事業の創設
・土地改良負担金対策の強化（担い手育成・支援事業の創設）
・農水省，山村振興法を10年間延長（３月）

・森林整備促進法成立（４月）

・メコン河委員会発足（４月）

・九州農政局筑後川中流農業水利事業完工式挙行（１１月）
・新食糧法施行（11月）

・農村総合整備事業，中山間地域総合整備事業などの創設（　）

【水産】

・高層魚礁の整備始まる

【森林】

・山地災害危険地区全国調査開始
・土砂流出防止林造成事業の創設（４月）


	【農業土木】

・阪神淡路大震災

・世界貿易機関(WTO)が発足（1月）
・阪神淡路大震災（１月）

【水産】

・１月、世界貿易機関(WTO)発足
・１月、兵庫県南部地震
・６月、地震防災対策特別措置法

	1996
	【農業土木】

・基幹水利施設管理事業の創設
・食料・田園・地球2050年シンポジウム開催（６月）

・東北農政局迫川上流（一期）地区完工式挙行（８月）
・耕地面積が初めて500万haを下回る（10月）

・基幹水利施設管理事業

【水産】

・国連海洋法条約批准・発効
・潜堤付海水交換型防波堤の開発（福岡県志賀島漁港）
・アイスブーム工法によりサロマ湖防氷堤完成する

【森林】

・広域防災対策総合治山事業、森林水環境総合整備事業、地すべり激甚災害対策特別緊急事業の創設（４月）
・全国森林計画（12月）


	【農業土木】

・世界食料サミット，ローマで開催（11月）
【水産】

・７月、排他的経済水域及び大陸棚に関する法律
・１１月、世界食料サミット開催

【森林】

・雲仙普賢岳噴火終息宣言（６月）

	1997


	【農業土木】

・FORE2050公表
・官民連携新技術研究開発事業の創設
・英文誌をRural and Environmental Engineeringに改称（１月）
・諫早湾の潮受堤防の締切り（1997年4月）

・「食料・農業・農村基本問題調査会」の初会合（４月）
・東北農政局津軽北部農業水利事業完工式挙行（１０月）

【水産】
・マウンド礁の開発（長崎県生月島沖）
・ＴＡＣ制度創設

【森林】

・早月川地区（富山県）民有林直轄治山事業終了（３月）

・第9次治山事業7カ年計画（４月）
・造林事業と林道事業を組み合わせ、森林整備の目的に合わせて森林保全事業と森林環境整備事業に再編（４月）
・森林土木効率化等技術開発モデル事業、環境防災林整備事業、水源森林総合整備事業の創設（４月）

・常願寺川地区（富山県）民有林直轄治山事業着手（４月）
・第2次森林整備事業計画（４月）
	【農業土木】

・消費税５％に（４月）
・温暖化防止京都会議（12月）

【水産】

・４月、消費税５％
・６月、環境影響評価法
・１２月、気候変動枠組条約京都議定書

	1998
	【農業土木】

・農業用水再編対策事業（地域用水機能増進型）の追加
・棚田地域を支援するための事業を創設（棚田地域等緊急保全対策事業）
・自治省，国土保全対策事業で日本型直接所得補償の導入，農山村計画法の策定に乗り出す方針を表明（１月）
・大区画圃場整備促進支援事業，棚田地域等保全対策，田園整備事業等の創設（４月）

・国営胆沢平野農業水利事業完工（11月）
・農政改革大綱，農政改革プログラム策定（12月)

【水産】

・新長崎漁港に急峻な山間部に臨港道路の建設

【森林】

・ふるさと林道緊急整備事業の事業期間を延長（2002年度まで）

・自然環境保全治山事業の創設（４月）


	【農業土木】

・明石大橋開通（４月）
・学校教育法の改正（６月９）
【水産】

・４月、明石大橋開通



	1999


	【農業土木】

・Advanced Paddy Field Engineering　刊行（２月）

・改正食糧法が成立（３月）

・農村環境整備事業の再編と地域環境整備事業の創設（1999年4月）

・田園環境整備事業の創設

・食料・環境・ふるさとを考える地球人会議全国ネットワーク設立記念フォーラム開催（６月）
・農林水産省設置法、独立行政法人通則法の成立（1999年7月）

・食料・農業・農村基本法の成立（1999年7月）

・（社）農村環境整備センター、第1回「田んぼの学校」企画コンテスト入賞決定（1999年7月）

・農水省「日本の棚田百選」の認定（７月）

・棚田学会の設立（1999年8月）

・「水土を拓いた人びと」刊行（８月）
・緑資源公団発足（10月）

・日本技術者教育認定機構（JABEE）設立（1999年11月）

・事業評価制度の創設
【水産】

・日韓漁業協定の発効
・持続的養殖生産確保法
・水産関係公共事業のコスト縮減計画の策定
・兵庫県垂水漁港においてPFI方式により神戸フィッシャリーナの整備に着手

【森林】

・環境保全技術開発モデル事業の創設（４月）

・森林開発公団と農用地整備公団が統合し、緑資源公団が発足（１０月）


	【農業土木】

・中央省庁改革関連法，地方分権一括法が成立（７月）
・台湾で大地震発生（９月）

【水産】

・７月、ＰＦＩ法、中央省庁改革関連法，地方分権一括法が成立
・９月、台湾で大地震発生

	2000
	【農業土木】

・中山間直接支払制度の創設
・国営造成施設管理体制整備促進事業（管理体制整備型）の創設
・技術士法の改定
・農業土木学会定款の改正（学術と技術）
・70周年記念事業　改訂六版農業土木ハンドブック刊行
・「食料・農業・農村基本計画」閣議決定（３月）

・地域資源循環管理事業，地域用水環境整備事業の創設（４月）

・改正JAS法の施行（2000年6月）

・水田農業におけるかんがい排水の持続的発展に関する「ICID2000年東京ワークショップ」開催（７月）

・改訂６版　農業土木ハンドブック刊行（８月）

・平成12年度緊急総合米対策決定（９月）

・国営農地再編整備事業山口北部地区完工式挙行（10月）
・国営かんがい排水事業宮古地区・緑資源公団営宮古区域農用地等緊急保全整備事業完工式挙行（11月）
・稲発酵粗飼料推進協議会が設置される（11月）

・鳥取西部地震を農業土木学会調査団が緊急調査（11月）

・The memorial CIGR World Congress 2000開催（12月）

・農水省，21世紀における農村地域の将来像に関して「明日のふるさと２１」を公表（12月）
【水産】

・日中漁業協定の発効
・５月、海岸保全基本方針
・１０月、青苗漁港に人工地盤（望海橋）完成する
・高知県高岡漁港、海洋深層水取水施設を整備する
・沿岸漁場整備開発事業費用対効果分析の手引き

【森林】

・由比地区（静岡県）民有林直轄地すべり防止事業終了（３月）

・独立行政法人森林総合研究所法（５月）

・農林水産省事業評価実施要綱の制定（７月）
	【農業土木】

・ハーグにて第２回世界水フォーラム開催（３月）
【水産】

１０月、鳥取県西部地震

【森林】

・有珠山噴火（３月）

・三宅島噴火（８月）

	2001


	【農業土木】

・農業土木学会ビジョンの策定・公表
・農村振興総合整備事業の創設，棚田地域等保全整備事業（４月）

・農水省，生産・流通・消費対策等の総合的野菜施策の展開方向を明示（6月）

・土地改良法の一部を改正する法律が成立、目的で「環境への調和への配慮」を原則化することを謳う（2001年6月）

ニューヨーク、世界貿易センタービルなどで、同時多発テロ（2001年9月）、米国はアフガン報復空爆を開始（同、10月）

・全土連，21世紀土地改良区創造運動始動（７月）

・農業土木のビジョン策定に関するシンポジウム開催（７月）

・農水省，村づくり維新の推進を公表（８月）

・国内初の狂牛病が千葉県で発見（2001年9月）

・国営山王海農業水利事業完工式挙行（10月）
・「農業・森林の多面的な機能の評価」を日本学術会議が農水省大臣に答申（2001年11月）
【水産】

・１月　水産庁漁港漁場整備部発足（前漁港部）
・４月　水産基盤整備事業の創設（漁港漁村整備事業と沿岸漁場整備事業の統合）
・環境・衛生管理漁港づくり事業の創設
・６月、水産基本法制定
【森林】

・火山治山激甚災害対策特別緊急事業の創設（４月）
・森林総合研究所、林木育種センターが独立行政法人化（４月）

・森林・林業基本法（７月）、全国森林計画変更（10月）
	【農業土木】

・試験研究機関統廃合

・米国が京都議定書から離脱（３月）

・ＷＴＯ，中国の加盟を承認（11月）

【水産】
・３月、米国が京都議定書から離脱
・３月　芸予地震
・４月、９水産研究所を統合し（独）水産総合研究センター設立
・１１月、ＷＴＯ，中国の加盟を承認

【森林】

・省庁再編成、内閣府に経済財政諮問会議が設置（１月）

	2002


	【農業土木】

・農業水利施設緊急更新整備事業の創設
・継続教育機構の創設
・「水田農業地域における農業工学の技術者育成に関する国際会議」開催
・土地改良区の名称を「水土里ネット」に決定
・農業土木技術者継続教育機構の設立（１月）

・農水省，都市と農山漁村の共生・対流の実現に資する方針がまとまる（１月）　

・生産調整に関する研究会発足（１月）

・環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引きが公表（２月）
・田んぼの生きもの調査の開始（2002年2月）

・都市と農村の共生シンポジウム開催（２月）

・グリーン・ツーリズム推進シンポジウム開催（３月）

・対中国セーフガード法が成立（３月）

・第3回世界水フォーラム・プレシンポジウム、京都で開催（2002年3月）

・農業水利施設緊急更新整備事業，水資源活用地域共生事業などの創設（４月）

・農水省「食と農の再生プラン」を発表、①食の安全と安心の確保、②農業の構造改革の加速、③都市と農山漁村の共生・対流の3本柱（2002年4月）

・農業土木学会、アフガニスタンにおける農業農村復興支援検討会を開催（2002年6月）

・土地改良区の愛称を「水土里（みどり）ネット」に決定（10月）

・都市と農村の共生・対流に関するプロジェクトチームを設置（10月）

・自然再生推進法の成立（2002年12月）

・政府は「バイオマス・ニッポン総合戦略」を決定（2002年12月）

【水産】

・３月、水産基本計画の策定
・資源回復計画制度の創設
・４月漁港漁場整備法成立・施行
・漁港漁場整備基本方針制定、第1次漁港漁場整備長期計画（平成１４～１８年度）
・水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン（暫定版）

【森林】

・農林水産省政策評価基本計画、農林水産省政策評価実施計画（３月）

・広域基幹林道、普通林道および施業林道を森林基幹道、森林管理道および森林施業道へ再編（４月）


	【農業土木】

・学校週５日制の実施，総合的な学習の時間の新設を含む改正学習指導要領の実施（４月）

・世界食料サミットがローマで開催（６月）

・官製談合防止法が成立（７月）

・コメ生産，自主調整へ意向決定（12月）
【水産】

・６月、世界食料サミット開催
・７月、官製談合防止法
・１１月、自然再生推進法、有明海及び八代海を再生するための特別措置法
・１２月、構造改革特別区域法



	2003


	【農業土木】

・PAWEES設立
・新たな土地改良長期計画の決定
・経営体育成基盤整備事業の創設
・バイオマス利活用フロンティア整備事業の創設
・第１回田園空間博物館シンポジウム開催（１月）

・第１回土地改良区の農業振興活動を考える研究会開催（１月）　

・バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議，第１回会合（２月）　
・第3回世界水フォーラムの開催（2003年3月）

・経営体育成基盤整備事業，里地棚田保全整備事業、田園自然環境保全・再生支援事業の創設（2003年4月）

・国営川辺川土地改良事業の「土地改良事業変更計画に対する異議申し立て棄却決定取消し請求控訴事件」判決で農民が勝訴、国は上告せず判決が確定（2003年5月）

・オーライ・ニッポン会議発足（６月）
・食の安全・安心のたえの政策大綱公表（６月）
・「水とみどりの『美の里』プラン21」公表（９月）　
・独立行政法人化に伴い水資源機構、緑資源機構、国際協力機構が発足（2003年10月）

・「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」において「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」を取りまとめ公表（2003年10月）

・国営かんがい排水事業（西蒲原排水地区）完工式挙行（11月）

【水産】

・農林水産公共事業コスト構造改革プログラムを策定
・5月、相模湾、海洋深層水の取水放水による海洋肥沃化実験開始
・１０月、日本学術会議への諮問：「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内容及び評価」 

・漁港漁場施設の設計の手引き（２００３年版）

【森林】

・裾花川地区（長野県）民有林直轄地すべり防止事業終了（３月）

・治山治水緊急措置法を治山緊急措置法に改正（３月）

・林道改良事業を、毎年度の箇所付けを行わない統合補助事業化（４月）

・独立行政法人緑資源機構が発足（１０月）
	【農業土木】

・イラクに食糧支援を実施（４月）
・中国・三峡ダム始動（５月）

・東北地方で深度６の地震

・コメ10年ぶりの不作（８月）

・十勝沖地震（９月）

・BSE感染濃厚のため　米国産牛の輸入停止　（12）

【水産】

・３月、社会資本整備重点計画法
・４月、イラクに食糧支援を実施
・４月、日本郵政公社発足
・５月、中国・三峡ダム始動
・東北地方で深度６の地震
・８月、コメ10年ぶりの不作
・９月、十勝沖地震

【森林】

・第３回世界水フォーラム（３月）


	2004


	【農業土木】

・景観法制定
・むらづくり交付金の創設
・農業水利ストック有効活用緊急整備調査事業
・国内外の各地で鳥インフルエンザ発生（2004年1月）

・第1回田園自然再生シンポジウムの開催（2004年1月）

・第１回オーライ・ニッポン全国大会開催（２月）
・農業水利ストック有効活用緊急整備調査，美しいむらづくり総合整備事業，むらづくり交付金の創設（４月）

・（独）農業工学研究所が農林業の多面的機能の価値を約37兆円と算出（2004年7月）

・第１回食を考える国民フォーラム開催（10月）

・新潟で中越地震発生、農林水産被害額967億円（2004年10月）

・国営かんがい排水事業（大淀川左岸、大淀川右岸地区）完工式挙行（11月）
・スマトラ沖で大地震発生（2004年12月）

【水産】

・景観法制定
・８月、日本学術会議からの答申：水産業及び漁村の多面的な機能 

・１０月、漁港における特区制度始まる

【森林】

・治山緊急措置法廃止、保安林整備臨時措置法失効（３月）

・国有林野の組織機構改編により分局等が廃止（４月）

・板取川地区（岐阜県）民有林直轄治山事業開始（４月）


	【農業土木】

・景観法案閣議決定（２月）
・日本，メキシコ両政府が自由貿易協定FTAの締結で正式合意（３月）

・新潟豪雨（７月）

・新潟で震度６強３回，上越新幹線脱線（10月）

【水産】

・３月、日本，メキシコ両政府が自由貿易協定FTAの締結で正式合意
・１０月、新潟県中越地震
・１２月、スマトラ島沖地震
・台風上陸回数が観測史上最多（１０個）


	2005


	【農業土木】

・「経営所得安定対策等大網」決定
・資源保全実態調査事業の創設
・ニッポン食育フェア開催（１月）

・「諫早湾干拓・仮処分命令」に対して保全抗告申立て（１月）

・第１回バイオマスタウン構想発表（２月）

・政府は「食料・農業・農村基本計画」を閣議決定（2005年3月）
・農水省は「農業農村整備事業に関する新たな技術開発五カ年計画」を取りまとめ（2005年3月）

・食料自給率向上協議会設立（４月）

・国営諫早湾干拓事業の工事差し止めを命じた佐賀地裁の仮処分決定を福岡高裁が取消（2005年5月）

・第１回「農地・農業用水等の資源保全施策検討会」開催（６月）

・特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律（６月）

・第１回「自然再生推進会議」開催（７月）

・兵庫県豊岡市で国の特別天然記念物コウノトリ５羽を放鳥（2005年9月）
・経営所得安定対策大綱決定（10月）

【水産】

・漁村再生交付金創設
・離島再生交付金制度の創設
【森林】

・水源流域地域保全事業、奥地保安林保全緊急対策事業、限界状態設計法等実証事業の創設（４月）

・中越地区（新潟県）民有林直轄地すべり防止事業開始（４月）


	【農業土木】

・中国政府が中国の人口が13億人を突破したと発表（１月）

・愛知万博（愛・地球博）開幕（３月）

・JABEEがワシントン・アコードに成績加盟（６月）

・「農業土木学会の名称について」シンポジウム開催（８月）
・ふるさと回帰フェア2005開催（９月）

【水産】

・１月、中国政府が中国の人口が13億人を突破したと発表
・３月、愛知万博（愛・地球博）開幕
・３月、福岡県西方沖地震
・９月ハリケーンカトリーナ被害

【森林】

・台風17号により熊本・宮崎県に被害（９月）

	2006


	【農業土木】

・第4回世界水フォーラム（2006年3月）

・新たな「バイオマス・ニッポン総合戦略」が閣議決定（３月）

・食育推進会議による「食育推進基本計画」が決定（３月）　

・6つの独立行政法人を２つの法人（農業・食品産業技術総合研究機構、水産総合研究センター）に統合、（独）農村工学研究所は前者の下部機関となる（2006年4月）

・農地・水・環境保全向上活動支援実験事業、農村景観・自然環境保全再生パイロット事業の創設（2006年4月）

・ゴミ溶融スラグに日本工業規格，環境安全性の規定が設けられ資源として認知（７月）　
・経営所得安定対策実施要綱の省議決定（2006年7月）

・有機農業の推進に関する法律が成立（2006年12月）

・農山漁村活性化戦略公表（12月）
【水産】

・災害に強い漁業地域づくりガイドラインの策定
・魚礁への間伐材利用の手引きの策定

【森林】

・石狩川（北海道）、笛吹川（山梨県）、揖斐川（岐阜県）、蒼社川（愛媛県）地区民有林直轄治山事業終了（３月）
・特定流域総合治山事業の創設（４月）

・山地災害危険地区調査（-2007年）
	【農業土木】

・米国産牛肉の輸入手続きを全面停止（１月）
・世界最大級の三峡ダムが完成。環境破壊など代償も（５月）

・全国各地で大雨被害27名が死亡（７月）

・米国産牛肉の輸入再開を決定（７月）

・政府は国産バイオ燃料の普及目標を提示。ガソリン消費の１割に（11月）

【水産】

・５月、世界最大級の三峡ダム完成、環境破壊など代償も
・７月、全国各地で大雨被害27名死亡
・１１月、政府は国産バイオ燃料の普及目標を提示。ガソリン消費の１割に



	2007
	【農業土木】

・基幹水利施設ストックマネジメント事業の創設
・農地・水・環境保全向上対策事業の創設

【水産】

・３月、水産基本計画改正
・漁場造成における水産系副産物（貝殻）リサイクルガイドラインの策定
・漁港漁場整備法改正（直轄漁場整備事業の創設、漁港特区の一般化））
・６月、漁港漁場整備基本方針（改正）、第2次漁港漁場整備長期計画（平成１９～２３年度）
・直轄漁場整備事業（フロンティア漁場整備事業）創設
・磯焼け対策ガイドライン作成

【森林】

・南小川地区（高知）民有林直轄治山事業終了（３月）
・林木育種センターが森林総合研究所に統合
	【水産】
・３月、能登半島地震
・１０月、日本郵政（株）

	2008
	【水産】

・干潟生産力改善のためのガイドライン策定

【森林】

・緑資源機構の廃止（３月）、残事業を森林農地整備センター等へ移管（４月）

・緑資源幹線林道事業が補助事業へ（山のみち地域づくり交付金）（４月）

・阿津江地区（徳島県）民有林直轄地すべり防止事業着手（４月）
	【水産】

・５月、四川大地震
・６月、岩手・宮城内陸地震

	2009
	【水産】

・有性生殖によるサンゴ増殖の手引き作成
	


